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別表１ 水防本部の組織 

 

 

 

 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

建設班長 
（建設課長） 

経済班長 
（経済課長） 

経済対策部 
部長（副町長） 

農務班長 
（農務課長） 

建設班 
（建設課員） 

経済班 
（経済課員） 

農務班 
（農務課員） 

(農委事務局職員) 

社会教育班長 
（社会教育課長） 

図書班長 
（図書館長） 

管理班長 
（管理課長） 

教育対策部 
部長（教育長） 

社会教育班 
（社会教育課員） 
（プール職員） 

図書班 
（図書館員） 

管理班 
（管理課員） 

町民班長 
（町民課長） 

保健福祉班長 
（保健福祉課長） 

愛の園班長 
（愛の園園長） 

保育所班長 
（保育所長） 

出納班長 
（会計管理者） 

総務班長 
（総務課長） 

総務対策部 
部長（副町長） 

企画財政班長 
（企画財政課長） 

町民班 
（町民課員） 

保健福祉班 
（保健福祉課員） 

愛の園班 
（愛の園職員） 

保育所班 
（保育所職員） 

出納班 
（会計職員） 

総務班 
（総務課員） 

企画財政班 
（企画財政課員） 

予備班長 
（議会事務局） 

予備班 
（事務局職員） 

本部員会議 
 

町   長 

副 町 長 

教 育 長 

会計管理者 

各 課 長 

局   長 

館   長 

園   長 

所   長 

※出 張 所 長 

本 部 長 
（町 長） 

副 本 部 長 
（副町長） 
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別表２ 水防本部の所掌事務 

 （1）総務対策部 

班 名 業  務  分  担 

総 務 班 １ 災害対策本部の本部員との連絡に関すること 

２ 災害対策本部の設置運営に関すること 

３ 防災会議との連絡調整に関すること 

４ 気象の予警報及び情報の受理伝達に関すること 

５ 自衛隊の派遣要請に関すること 

６ 国、道に対する要請及び報道に関すること 

７ 本部記録、災害記録に関すること 

８ 応急措置及び復旧対策の調整に関すること 

９ 住民に対する警報、避難命令に関すること 

10 住民組織との連絡及び協力に関すること 

11 災害時の交通安全対策に関すること 

12 報道機関との連絡調整に関すること 

13 防災計画に基づく職員の配置計画に関すること 

14 本部職員の非常招集に関すること 

15 災害対策従事者の公務災害補償に関すること 

16 本部職員の食料及び寝具の調達供給に関すること 

17 支援活動団体等の配備調達に関すること 

18 本部長、副本部長の秘書に関すること 

19 災害視察者の接遇に関すること 

20 被災者生活再建支援法の事務手続きに関すること 

21 他の部及び班に属さないこと 

企画財政班 １ 災害救助法の適用業務に関すること 

２ 災害救助費の予算経理に関すること 

３ 災害応急対策及び災害復旧に要する資金計画に関すること 

４ 通信連絡機能の確保に関すること 

５ 災害現地等との連絡、伝達、通信等に関すること 

６ 災害に関する相談及び苦情等の処理に関すること 

７ 被災者の町税減免に関すること 

８ 住民の避難誘導に関すること 

９ 支援物資等の受付、保管及び配分に関すること 

10 住民に対する災害情報等の広報に関すること 

11 その他、財務業務に関すること 

町 民 班 １ 災害情報及び措置等の収集、報告に関すること 

２ 救出活動に関すること 

３ 災害における廃棄物の処理に関すること 

４ 災害報道記事及び災害写真等収集に関すること 

５ ペット動物の収容調整に関すること 

６ 地域担当員との連絡調整に関すること 

７ その他、情報業務に関すること 

保健福祉班 １ 災害救助法に基づく救助の実施に関すること 

２ 災害応急物品等の調達に関すること 

３ 被災者に対する応急生活援助物資の配分に関すること 

４ 被災世帯名簿の作成に関すること 

５ 日赤救助活動との連絡調整に関すること 

６ り災者の炊き出しに関すること 

７ り災者に対する各種福祉資金に関すること 

８ 人的被害の取りまとめ及び遺体の収容安置に関すること 

９ 行方不明者の捜索に関すること 
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（1）総務対策部（つづき） 

班 名 業  務  分  担 

保健福祉班 10 避難所の開設及び管理に関すること 

(1) 収容者の把握、記録作成 

 (2) 日誌、記録作成 

 (3) 施設の防火、秩序の維持環境整備 

11 災害時の防疫及び清掃に関すること 

12 被災地の伝染病予防及び患者の収容に関すること 

13 医療機関、医師等の動員計画作成及び実施に関すること 

14 救急薬品、衛生資材の供給確保に関すること 

15 被災地及び避難所の保健指導に関すること 

16 ボランティアの受入に関すること 

17 その他、救急業務、保健業務に関すること 

愛 の 園 班 １ 施設入園者の避難誘導に関すること 

２ 施設の被害調査及び災害復旧対策に関すること 

保 育 所 班 

 

１ 施設入園者の避難誘導に関すること 

２ 施設の被害調査及び災害復旧対策に関すること 

出 納 班 １ 災害時の出納事務に関すること 

２ 義援金の受付、保管に関すること 

予 備 班 

 

 

１ 緊急応援に関すること 

２ 災害情報等の収集及び報告に関すること 

３ 各班関連対策業務の連絡に関すること 

４ 各対策部への応援協力に関すること 

５ その他特命事項に関すること 

 

（2）経済対策部 

班 名 業  務  分  担 

農 務 班 

 

１ 農地及び農業用施設との被災調査並びに応急対策に関すること 

２ 農産物の被害調査及び応急対策に関すること 

３ 被災地の病害虫の防疫に関すること 

４ 農地の火災予防に関すること 

５ 家畜、畜舎の被害調査及び応急対策に関すること 

６ 災害時の農、畜産関係資金の融資に関すること 

７ 被災地の家畜の伝染病予防及び防疫に関すること 

８ 家畜飼料の確保に関すること 

９ 農作物種苗等生産資材の確保に関すること 

10 その他、農業業務に関すること 

経 済 班 １ 水産関係被害調査に関すること 

２ 被害の応急措置及び復旧対策に関すること 

３ 遭難漁船の救助に関すること 

４ 出漁漁船の遭難連絡に関すること 

５ 災害時の水産関係資金融資に関すること 

６ 山林、林業用施設の被害調査に関すること 

７ 林野の火災予防に関すること 

８ 災害時の林産関係資金の融資に関すること 

９ 商工業関係被害の調査に関すること 

10 被災商工者及び観光関係業者の金融相談及び応急対策に関すること 

11 観光関係被害の調査に関すること 

12 災害時の消費物資の確保及び物価安定対策に関すること 

13 その他、水産業に関すること 

14 その他、林産業務に関すること 

15 その他、商工業務に関すること 
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（2）経済対策部（つづき） 

班 名 業  務  分  担 

建 設 班 １ 道路、河川、橋梁及び堤防等の被害調査及び防災措置要請に関すること 

２ 河川水位及び雨量の情報収集並びに報告に関すること 

３ 危険水防区域の警戒巡視に関すること 

４ 道路の通行禁止及び制限の措置の総合調整に関すること 

５ 災害時の物資資材及び避難のための緊急輸送計画の作成及び実施に関すること 

６ 災害時の土木建設用機械の運用計画の作成及び実施に関すること 

７ 労務供給対策に関すること 

８ 道路、河川、橋梁及び堤防等の保護及び復旧対策に関すること 

９ 市街地の浸水防止対策に関すること 

10 障害物の除去に関すること 

11 災害時の土木建設機械の確保及び輸送に関すること 

12 水防資器材の備蓄及び点検に関すること 

13 公園、緑地街路樹等の被害調査及び応急対策に関すること 

14 救出活動に関すること 

15 災害時輸送に関すること 

16 被災家屋等の実地調査に関すること 

17 公営住宅の被害調査及び応急対策に関すること 

18 応急仮設住宅の建設に関すること 

19 危険度判定実施本部に関すること 

20 避難所、炊き出し所及び救護所の設営工事に関すること 

21 災害時の建設用復旧資材の需給計画に関すること 

22 その他、管理業務に関すること 

23 その他、建築、建設業務に関すること 

24 簡易水道・下水道施設の被害調査及び応急対策に関すること 

25 応急作業に必要な資器材の確保及び輸送に関すること 

26 応急給水所の設置及び応急給水の周知に関すること 

27 機動給水に関すること 

28 排水調整に関すること 

29 災害情報の受理、収集、報告及び関係機関との連絡に関すること 

30 その他、簡易水道・下水道業務に関すること 

 

 （3）教育対策部 

班 名 業  務  分  担 

管 理 班 １ 児童並びに生徒の応急避難計画の作成及び実施に関すること 

２ 教育施設の応急利用に関すること 

３ 児童並びに生徒のり災状況の調査に関すること 

４ 応急教育の確保及び被災児童・生徒の教科書、学用品等の支給に関すること 

５ 教職員の動員に関すること 

６ 被災児童・生徒の健康管理及び給食に関すること 

７ 文教施設の被害調査及び応急処理、復旧対策に関すること 

８ その他、文教施設に関すること 

社会教育班 １ 社会教育施設の被害調査及び応急対策に関すること 

２ 社会教育施設の応急利用に関すること 

３ 社会教育施設利用者の避難誘導に関すること 

４ 文化財の被害調査及び保全に関すること 

５ その他、社会教育施設に関すること  

図 書 班 １ 施設入館者の避難誘導に関すること 

２ 施設の被害調査及び災害復旧対策に関すること 

３ その他、図書館の施設に関すること 

 



 －28－ 

別表３ 消防機関組織図 
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別表４ 消防機関の水防分担区域 

  （消防署、支署の分担区域） 

分担区域 名    称 位  置 

遠軽町遠軽地域 遠軽地区広域組合消防署 
遠軽町１条通北３丁目１

番地１ 

遠軽町生田原地域 遠軽地区広域組合消防署 生田原出張所 遠軽町生田原２５６番地 

遠軽町丸瀬布地域 遠軽地区広域組合消防署 丸瀬布出張所 
遠軽町丸瀬布東町２４７

番地５ 

遠軽町白滝地域 遠軽地区広域組合消防署 白滝出張所 
遠軽町白滝１３６３番地

５０ 

佐呂間町全域 遠軽地区広域組合消防署 佐呂間出張所 
佐呂間町字幸町６番地３

４ 

湧別町上湧別地域 遠軽地区広域組合消防署 上湧別出張所 
湧別町上湧別屯田市街地

３１８番地 

湧別町湧別地域 遠軽地区広域組合消防署 湧別出張所 
湧別町緑町２５８番地の

１ 

 

  （消防団の分担区域） 

分担区域 名    称 

遠軽町全域 遠軽地区広域組合 遠軽町消防団 

佐呂間町全域 遠軽地区広域組合 佐呂間町消防団 

湧別町上湧別地域 遠軽地区広域組合 湧別町上湧別消防団 

湧別町湧別地域 遠軽地区広域組合 湧別町湧別消防団 
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別表５ 樋門・樋管施設一覧 

 

河川名 左右岸別 樋門樋管名 ｹﾞｰﾄ数 動力 字名 地先名 備考 

佐呂間別川 左 浜佐呂間       樋門 １ ｴﾝｼﾞﾝ 浜佐呂間 住吉    地先  

〃 右 イワシュケコマナイ川 樋門 ２ ｴﾝｼﾞﾝ 〃 鈴木    地先  

〃 左 片岡の沢川      樋門 １ 手動 〃 杉谷    地先  

〃 右 松谷排水       樋門 １ 手動 〃 松谷    地先  

〃 左 杉本の沢川      樋門 １ ｴﾝｼﾞﾝ 〃 高木    地先  

〃 右 長内地先       樋門 １ 手動 〃 長内    地先  

〃 左 柴田排水       樋門 １ 手動 仁倉 柴田    地先  

〃 左 柴田地先       樋管 １ 手動 〃 柴田    地先  

〃 右 下流惣田地先     樋門 １ ｴﾝｼﾞﾝ 〃 惣田    地先  

〃 左 時雨橋        樋管 １ 手動 〃 惣田    地先  

〃 左 知来１５号線排水   樋門 １ 手動 知来 大山    地先  

〃 右 高井地先       樋門 １ ｴﾝｼﾞﾝ 〃 高井    地先  

〃 右 上田地先       樋門 １ 手動 東 上田    地先   

〃 左 永代橋地先      樋門 １ 手動 永代町 永代橋   地先  

〃 左 ２９号線地先     樋管 １ 手動 〃 ２９号線  地先  

〃 左 ３０号線地先     樋門 １ 手動 〃 ３０号線  地先  

〃 右 ホクレン地先     樋門 １ 手動 啓生 ホクレン  地先  

〃 右 宇佐地先       樋管 １ 手動 啓生４３号 宇佐    地先  

〃 右 渡辺地先       樋管 １ 手動 啓生４４号 渡辺    地先  

〃 右 渡部地先       樋管 １ 手動 啓生４５号 渡部    地先  

〃 左 ４７号線地先     樋管 １ 手動 栄 ４７号線  地先  

〃 左 橋本地先       樋管 １ 手動 〃 橋本    地先  

〃 左 河村排水       樋管 １ 手動 知来 河村    地先  

〃 右 佐藤排水       樋管 １ 手動 〃 佐藤    地先  

〃 左 伊東排水       樋管 １ 手動 〃 伊東    地先  

〃 右 福田         樋管 １ 手動 〃 福田    地先  

〃 左 寺川         樋管 １ 手動 〃 寺川    地先  

〃 左 森岡地先       樋管 １ 手動 〃 森岡    地先  

〃 右 中原地先       樋管 １ 手動 〃 中原    地先  

〃 左 明坂地先       樋管 １ 手動 〃 明坂    地先  

〃 左 福田         樋管 １ 手動 〃 福田    地先  

〃 右 田中         樋門 １ 手動 〃 田中    地先  

〃 左 片平下流       樋管 １ 手動 〃 片平    地先  

〃 左 片平上流       樋管 １ 手動 〃 片平    地先  

〃 左 澄川         樋門 ２ ｴﾝｼﾞﾝ 仁倉 松井    地先  

〃 右 上流惣田       樋門 １ 手動 〃 惣田    地先  

安 斉 川 右 青葉排水       樋管 １ 手動 北 真田    地先  

〃 左 若葉排水       樋管 １ 手動 〃 真田    地先  

〃 右 林協地先       樋管 １ 手動 幸町 林産協同組合地先  

〃 左 太知地先       樋管 １ 手動 〃 太知    地先  

三 線 川 左 久米         樋管 １ 手動 〃 久米    地先  

佐呂間別川 右 吉口地先       樋管 １ 手動 仁倉 吉口    地先  

〃 右 青野橋上流      樋門 １ 手動 知来 青野    地先  

仁 倉 川 右 橋本地先       樋門 １ 手動 仁倉 橋本    地先  

佐呂間別川 左 紅葉橋下流      樋管 １ 手動 知来 海老名   地先  

〃 左 青野橋下流左岸    樋管 １ 手動 〃 青野    地先  

〃 右 青野橋下流右岸    樋管 １ 手動 〃 青野    地先  

〃 左 青野橋上流左岸    樋管 １ 手動 〃 海老名   地先  

〃 右 大山地先       樋管 １ 手動 〃 大山    樋管  

〃 左 伊藤地先       樋管 １ 手動 〃 伊藤    地先  

〃 右 １４号橋上流     樋管 １ 手動 〃 大山    地先  

〃 右 森地先        樋門 １ 手動 〃 森     地先  

〃 右 牧野橋下流      樋門 １ 手動 〃 須佐    地先  

〃 右 大須賀地先      樋門 １ 手動 〃 大須賀   地先  

８線の沢川 右 ８線の沢川      樋管 １ 手動 〃 田中    地先  
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参考資料１ 

 
     ○水防法 

（昭和２４年法律１９３号） 
 

第 1章 総則  

（目的）  
第１条  この法律は、洪水、津波又は高潮に際し、水災を警戒し、防御し、及びこれによる被害を軽減し、

もって公共の安全を保持することを目的とする。  
（定義）  

第２条  この法律において「水防管理団体」とは、次条の規定により水防の責任を有する市町村（特別区
を含む。以下同じ。）又は水防に関する事務を共同に処理する市町村の組合（以下「水防事務組合」と
いう。）若しくは水害予防組合をいう。  

２  この法律において「水防管理者」とは、水防管理団体である市町村の長又は水防事務組合の管理者若
しくは長若しくは水害予防組合の管理者をいう。  

３  この法律において「消防機関」とは、消防組織法（昭和２２年法律第２２６号）第９条に規定する消
防の機関をいう。  

４  この法律において「消防機関の長」とは、消防本部を置く市町村にあっては消防長を、消防本部を置
かない市町村にあっては、消防団の長をいう。  

５  この法律において「水防計画」とは、水防上必要な監視、警戒、通信、連絡、輸送及びダム又は水門
若しくは閘門の操作、水防のための水防団、消防機関及び水防協力団体（第３６条第１項の規定により
指定された水防協力団体をいう。以下第４章までにおいて同じ。）の活動、一の水防管理団体と他の水
防管理団体との間における協力及び応援、水防のための活動に必要な河川管理者（河川法 （昭和３９
年法律第１６７号）第７条 （同法第 100条第１項 において準用する場合を含む。）に規定する河川管
理者をいう。第７条第３項において同じ。）及び同法第９条第２項 又は第５項 の規定により都道府県
知事又は地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の１９第１項 の指定都市の長が河川法第
９条第２項 に規定する指定区間内の一級河川（同法第４条第１項 に規定する一級河川をいう。以下同
じ。）の管理の一部を行う場合における当該都道府県知事又は当該指定都市の長の協力並びに水防に必
要な器具、資材及び設備の整備及び運用に関する計画をいう。  

６  この法律において「量水標等」とは、量水標、験潮儀その他の水位観測施設をいう。  
７  この法律において「水防警報」とは、洪水、津波又は高潮によって災害が発生するおそれがあるとき、

水防を行う必要がある旨を警告して行う発表をいう。  

   第２章 水防組織  

（市町村の水防責任）  
第３条  市町村は、その区域における水防を十分に果すべき責任を有する。ただし、水防事務組合が水防

を行う区域及び水害予防組合の区域については、この限りでない。  
（水防事務組合の設立）  

第３条の２  地形の状況により、市町村が単独で前条の責任を果たすことが著しく困難又は不適当である
と認められる場合においては、関係市町村は、洪水、津波又は高潮による被害の共通性を勘案して、共
同して水防を行う区域を定め、水防事務組合を設けなければならない。  
（水害予防組合の区域を水防を行う区域とする水防事務組合が設けられる場合の特別措置）  

第３条の３  水害予防組合法（明治４１年法律第５号）第１５条第１項 の規定により都道府県知事が水
害予防組合を廃止しようとする場合において、当該水害予防組合の区域の全部又は一部について、当該
水害予防組合に代るべき水防管理団体として引き続き水防事務組合が設けられるときは、都道府県知事
は、同条第３項 の規定にかかわらず、当該水害予防組合が、その有する財産及び負債のうち水防の用
に供せられ、又は供せられる予定となっている財産及びこれらの財産に係る負債以外の財産及び負債の
処分を完了したときは、当該水害予防組合を廃止することができる。  

２  前項の規定により廃止される水害予防組合は、その廃止の日において有する水防の用に供せられ、又
は供せられる予定となっている財産を、当該水害予防組合の区域の全部を水防を行う区域とする一の水
防事務組合が設けられる場合においては、当該水防事務組合に、当該水害予防組合の区域について２以
上の水防事務組合が設けられる場合又は当該水害予防組合の区域の一部が市町村の水防を行うべき区
域となる場合においては、当該水害予防組合と関係水防事務組合又は市町村との協議に基き、関係水防
事務組合又は市町村に無償譲渡し、当該水防事務組合又は市町村は、それぞれ、その譲渡される財産に
係る負債を引き受けなければならない。この場合においては、当該水害予防組合は、当該財産の譲渡及

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%93%f1%96%40%93%f1%93%f1%98%5a&REF_NAME=%8f%c1%96%68%91%67%90%44%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%93%f1%96%40%93%f1%93%f1%98%5a&REF_NAME=%91%e6%8b%e3%8f%f0&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000900000000000000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000900000000000000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000900000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%4f%8b%e3%96%40%88%ea%98%5a%8e%b5&REF_NAME=%89%cd%90%ec%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%4f%8b%e3%96%40%88%ea%98%5a%8e%b5&REF_NAME=%91%e6%8e%b5%8f%f0&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000700000000000000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000700000000000000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000700000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%4f%8b%e3%96%40%88%ea%98%5a%8e%b5&REF_NAME=%93%af%96%40%91%e6%95%53%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000010000000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000010000000000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000010000000000001000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%4f%8b%e3%96%40%88%ea%98%5a%8e%b5&REF_NAME=%93%af%96%40%91%e6%8b%e3%8f%f0%91%e6%93%f1%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000900000000002000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000900000000002000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000900000000002000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%4f%8b%e3%96%40%88%ea%98%5a%8e%b5&REF_NAME=%91%e6%8c%dc%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000900000000005000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000900000000005000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000900000000005000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%93%f1%96%40%98%5a%8e%b5&REF_NAME=%92%6e%95%fb%8e%a9%8e%a1%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%93%f1%96%40%98%5a%8e%b5&REF_NAME=%91%e6%93%f1%95%53%8c%dc%8f%5c%93%f1%8f%f0%82%cc%8f%5c%8b%e3%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000025201900000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000025201900000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000025201900000001000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%4f%8b%e3%96%40%88%ea%98%5a%8e%b5&REF_NAME=%89%cd%90%ec%96%40%91%e6%8b%e3%8f%f0%91%e6%93%f1%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000900000000002000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000900000000002000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000900000000002000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%4f%8b%e3%96%40%88%ea%98%5a%8e%b5&REF_NAME=%89%cd%90%ec%96%40%91%e6%8b%e3%8f%f0%91%e6%93%f1%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000900000000002000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000900000000002000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000900000000002000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%4f%8b%e3%96%40%88%ea%98%5a%8e%b5&REF_NAME=%93%af%96%40%91%e6%8e%6c%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000400000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000400000000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000400000000001000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%96%be%8e%6c%88%ea%96%40%8c%dc%81%5a&REF_NAME=%90%85%8a%51%97%5c%96%68%91%67%8d%87%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%96%be%8e%6c%88%ea%96%40%8c%dc%81%5a&REF_NAME=%91%e6%8f%5c%8c%dc%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000001500000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000001500000000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000001500000000001000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%96%be%8e%6c%88%ea%96%40%8c%dc%81%5a&REF_NAME=%93%af%8f%f0%91%e6%8e%4f%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000001500000000003000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000001500000000003000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000001500000000003000000000000000000
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び負債の引継のために必要な範囲内において、当該財産の譲渡及び負債の引継を完了するまで、なお存
続するものとみなす。  
（水防事務組合の議会の議員の選挙）  

第３条の４  水防事務組合の議会の議員は、組合規約で定めるところにより、関係市町村の議会において、
当該市町村の議会の議員の被選挙権を有する者で水防に関し学識経験があり、かつ、熱意があると認め
られるもののうちから選挙するものとする。ただし、数市町村にわたる水防上の特別の利害を調整する
必要があると認められるときは、組合規約で定めるところにより、当該市町村の議会の議員の被選挙権
を有する者で水防に関し学識経験があり、かつ、熱意があると認められるものにつき当該市町村の長が
推薦した者のうちから選挙することができる。この場合において、市町村の長が推薦した者のうちから
選挙される議員の数は、当該市町村の議会において選挙される議員の数の２分の１をこえてはならない。  

２  前項の規定により関係市町村の議会において選挙される議員の数は、水防事務組合の行う事業による
受益の割合及び防護すべき施設の延長の割合を勘案して定めるものとする。  
（水防事務組合の経費の分賦）  

第３条の５  水防事務組合の経費の関係市町村に対する分賦は、前条第２項に規定する割合を勘案して定
めるものとする。  
（都道府県の水防責任）  

第３条の６  都道府県は、その区域における水防管理団体が行う水防が十分に行われるように確保すべき
責任を有する。  
（指定水防管理団体）  

第４条  都道府県知事は、水防上公共の安全に重大な関係のある水防管理団体を指定することができる。  
（水防の機関）  

第５条  水防管理団体は、水防事務を処理するため、水防団を置くことができる。  
２  前条の規定により指定された水防管理団体（以下「指定管理団体」という。）は、その区域内にある

消防機関が水防事務を十分に処理することができないと認める場合においては、水防団を置かなければ
ならない。  

３  水防団及び消防機関は、水防に関しては水防管理者の所轄の下に行動する。  
（水防団）  

第６条  水防団は、水防団長及び水防団員をもって組織する。  
２  水防団の設置、区域及び組織並びに水防団長及び水防団員の定員、任免、給与及び服務に関する事項

は、市町村又は水防事務組合にあっては条例で、水害予防組合にあっては組合会の議決で定める。  
（公務災害補償）  

第６条の２  水防団長又は水防団員が公務により死亡し、負傷し、若しくは病気にかかり、又は公務によ
る負傷若しくは病気により死亡し、若しくは障害の状態となったときは、当該水防団長又は水防団員の
属する水防管理団体は、政令で定める基準に従い、市町村又は水防事務組合にあっては条例で、水害予
防組合にあっては組合会の議決で定めるところにより、その者又はその者の遺族がこれらの原因によっ
て受ける損害を補償しなければならない。  

２  前項の場合においては、水防管理団体は、当該水防団長若しくは水防団員又はその者の遺族の福祉に
関して必要な事業を行うように努めなければならない。  
（退職報償金）  

第６条の３  水防団長又は水防団員で非常勤のものが退職した場合においては、当該水防団長又は水防団
員の属する水防管理団体は、市町村又は水防事務組合にあっては条例で、水害予防組合にあっては組合
会の議決で定めるところにより、その者（死亡による退職の場合には、その者の遺族）に退職報償金を
支給することができる。  
（都道府県の水防計画）  

第７条  都道府県知事は、水防事務の調整及びその円滑な実施のため、当該都道府県の水防計画を定め、
及び毎年当該都道府県の水防計画に検討を加え、必要があると認めるときは、これを変更しなければな
らない。  

２  都道府県の水防計画は、津波の発生時における水防活動その他の危険を伴う水防活動に従事する者の
安全の確保が図られるように配慮されたものでなければならない。  

３  都道府県知事は、当該都道府県の水防計画に河川管理者（河川法第９条第２項又は第５項の規定によ
り都道府県知事又は地方自治法第２５２条の１９第１項 の指定都市の長が河川法第９条第２項 に規
定する指定区間内の一級河川の管理の一部を行う場合にあっては、当該都道府県知事又は当該指定都市
の長。以下この項において同じ。）による河川に関する情報の提供、水防訓練への河川管理者の参加そ
の他の水防管理団体が行う水防のための活動に河川管理者の協力が必要な事項を記載しようとすると
きは、当該事項について、あらかじめ、河川管理者に協議し、その同意を得なければならない。  

４  都道府県知事は、第１項の規定により当該都道府県の水防計画を定め、又は変更しようとするときは、
あらかじめ、都道府県水防協議会（次条第１項に規定する都道府県水防協議会をいい、これを設置しな
い都道府県にあっては、災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第１４条第１項 に規定する都
道府県防災会議とする。）に諮らなければならない。  

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%4f%8b%e3%96%40%88%ea%98%5a%8e%b5&REF_NAME=%89%cd%90%ec%96%40%91%e6%8b%e3%8f%f0%91%e6%93%f1%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000900000000002000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000900000000002000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000900000000002000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%4f%8b%e3%96%40%88%ea%98%5a%8e%b5&REF_NAME=%91%e6%8c%dc%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000900000000005000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000900000000005000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000900000000005000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%93%f1%96%40%98%5a%8e%b5&REF_NAME=%92%6e%95%fb%8e%a9%8e%a1%96%40%91%e6%93%f1%95%53%8c%dc%8f%5c%93%f1%8f%f0%82%cc%8f%5c%8b%e3%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000025201900000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000025201900000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000025201900000001000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%4f%8b%e3%96%40%88%ea%98%5a%8e%b5&REF_NAME=%89%cd%90%ec%96%40%91%e6%8b%e3%8f%f0%91%e6%93%f1%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000900000000002000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000900000000002000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000900000000002000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%4f%98%5a%96%40%93%f1%93%f1%8e%4f&REF_NAME=%8d%d0%8a%51%91%ce%8d%f4%8a%ee%96%7b%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%4f%98%5a%96%40%93%f1%93%f1%8e%4f&REF_NAME=%91%e6%8f%5c%8e%6c%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000001400000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000001400000000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000001400000000001000000000000000000
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５  ２以上の都府県に関係する水防事務については、関係都府県知事は、あらかじめ協定して当該都府県
の水防計画を定め、国土交通大臣及び消防庁長官に報告しなければならない。報告した水防計画の変更
についても、同様とする。  

６  都道府県知事は、第１項又は前項の規定により当該都道府県の水防計画を定め、又は変更したときは、
その要旨を公表するよう努めるものとする。  
（都道府県水防協議会）  

第８条  都道府県の水防計画その他水防に関し重要な事項を調査審議させるため、都道府県に都道府県水
防協議会を置くことができる。  

２  都道府県水防協議会は、水防に関し関係機関に対して意見を述べることができる。  
３  都道府県水防協議会は、会長及び委員をもつて組織する。  
４  会長は、都道府県知事をもつて充てる。委員は、関係行政機関の職員並びに水防に関係のある団体の

代表者及び学識経験のある者のうちから都道府県知事が命じ、又は委嘱する。  
５  前各項に定めるものの外、都道府県水防協議会に関し必要な事項は、当該都道府県条例で定める。  

   第３章 水防活動  

（河川等の巡視）  
第９条  水防管理者、水防団長又は消防機関の長は、随時区域内の河川、海岸堤防、津波防護施設（津波

防災地域づくりに関する法律 （平成２３年法律第１２３号）第２条第１０項 に規定する津波防護施設
をいう。以下この条において同じ。）等を巡視し、水防上危険であると認められる箇所があるときは、
直ちに当該河川、海岸堤防、津波防護施設等の管理者に連絡して必要な措置を求めなければならない。  
（国の機関が行う洪水予報等）  

第１０条  気象庁長官は、気象等の状況により洪水、津波又は高潮のおそれがあると認められるときは、
その状況を国土交通大臣及び関係都道府県知事に通知するとともに、必要に応じ放送機関、新聞社、通
信社その他の報道機関（以下「報道機関」という。）の協力を求めて、これを一般に周知させなければ
ならない。  

２  国土交通大臣は、２以上の都府県の区域にわたる河川その他の流域面積が大きい河川で洪水により国
民経済上重大な損害を生ずるおそれがあるものとして指定した河川について、気象庁長官と共同して、
洪水のおそれがあると認められるときは水位又は流量を、はん濫した後においては水位若しくは流量又
ははん濫により浸水する区域及びその水深を示して当該河川の状況を関係都道府県知事に通知すると
ともに、必要に応じ報道機関の協力を求めて、これを一般に周知させなければならない。  

３  都道府県知事は、前２項の規定による通知を受けた場合においては、直ちに都道府県の水防計画で定
める水防管理者及び量水標管理者（量水標等の管理者をいう。以下同じ。）に、その受けた通知に係る
事項（量水標管理者にあっては、洪水又は高潮に係る事項に限る。）を通知しなければならない。  
（都道府県知事が行う洪水予報）  

第１１条  都道府県知事は、前条第２項の規定により国土交通大臣が指定した河川以外の流域面積が大き
い河川で洪水により相当な損害を生ずるおそれがあるものとして指定した河川について、洪水のおそれ
があると認められるときは、気象庁長官と共同して、その状況を水位又は流量を示して直ちに都道府県
の水防計画で定める水防管理者及び量水標管理者に通知するとともに、必要に応じ報道機関の協力を求
めて、これを一般に周知させなければならない。  

２  都道府県知事は、前項の規定による指定をしようとするときは、気象庁長官に協議するものとする。  
（水位の通報及び公表）  

第１２条  都道府県の水防計画で定める水防管理者又は量水標管理者は、洪水若しくは高潮のおそれがあ
ることを自ら知り、又は第１０条第３項若しくは前条第１項の規定による通知を受けた場合において、
量水標等の示す水位が都道府県知事の定める通報水位を超えるときは、その水位の状況を、都道府県の
水防計画で定めるところにより、関係者に通報しなければならない。  

２  都道府県の水防計画で定める量水標管理者は、量水標等の示す水位が警戒水位（前項の通報水位を超
える水位であって洪水又は高潮による災害の発生を警戒すべきものとして都道府県知事が定める水位
をいう。以下同じ。）を超えるときは、その水位の状況を、都道府県の水防計画で定めるところにより、
公表しなければならない。  
（国土交通大臣又は都道府県知事が行う水位情報の通知及び周知）  

第１３条  国土交通大臣は、第１０条第２項の規定により指定した河川以外の河川のうち、河川法第９条
第２項 に規定する指定区間外の一級河川で洪水により国民経済上重大な損害を生ずるおそれがあるも
のとして指定した河川について、特別警戒水位（警戒水位を超える水位であつて洪水による災害の発生
を特に警戒すべき水位をいう。次項において同じ。）を定め、当該河川の水位がこれに達したときは、
その旨を当該河川の水位又は流量を示して関係都道府県知事に通知するとともに、必要に応じ報道機関
の協力を求めて、これを一般に周知させなければならない。  

２  都道府県知事は、第１０条第２項又は第１１条第１項の規定により国土交通大臣又は自らが指定した
河川以外の河川のうち、河川法第９条第２項に規定する指定区間内の一級河川又は同法第５条第１項 

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%93%f1%8e%4f%96%40%88%ea%93%f1%8e%4f&REF_NAME=%92%c3%94%67%96%68%8d%d0%92%6e%88%e6%82%c3%82%ad%82%e8%82%c9%8a%d6%82%b7%82%e9%96%40%97%a5&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%93%f1%8e%4f%96%40%88%ea%93%f1%8e%4f&REF_NAME=%92%c3%94%67%96%68%8d%d0%92%6e%88%e6%82%c3%82%ad%82%e8%82%c9%8a%d6%82%b7%82%e9%96%40%97%a5&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%93%f1%8e%4f%96%40%88%ea%93%f1%8e%4f&REF_NAME=%91%e6%93%f1%8f%f0%91%e6%8f%5c%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000010000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000010000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000010000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%4f%8b%e3%96%40%88%ea%98%5a%8e%b5&REF_NAME=%89%cd%90%ec%96%40%91%e6%8b%e3%8f%f0%91%e6%93%f1%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000900000000002000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000900000000002000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000900000000002000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%4f%8b%e3%96%40%88%ea%98%5a%8e%b5&REF_NAME=%89%cd%90%ec%96%40%91%e6%8b%e3%8f%f0%91%e6%93%f1%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000900000000002000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000900000000002000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000900000000002000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%4f%8b%e3%96%40%88%ea%98%5a%8e%b5&REF_NAME=%89%cd%90%ec%96%40%91%e6%8b%e3%8f%f0%91%e6%93%f1%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000900000000002000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000900000000002000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000900000000002000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%4f%8b%e3%96%40%88%ea%98%5a%8e%b5&REF_NAME=%93%af%96%40%91%e6%8c%dc%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000500000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000500000000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000500000000001000000000000000000
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に規定する二級河川で洪水により相当な損害を生ずるおそれがあるものとして指定した河川について、
特別警戒水位を定め、当該河川の水位がこれに達したときは、その旨を当該河川の水位又は流量を示し
て直ちに都道府県の水防計画で定める水防管理者及び量水標管理者に通知するとともに、必要に応じ報
道機関の協力を求めて、これを一般に周知させなければならない。  

３  都道府県知事は、第１項の規定による通知を受けた場合においては、直ちに都道府県の水防計画で定
める水防管理者及び量水標管理者に、その受けた通知に係る事項を通知しなければならない。  
（関係市町村長への通知）  

第１３条の２  第１０条第２項若しくは前条第１項の規定により通知をした国土交通大臣又は第１１条
第１項若しくは前条第２項の規定により通知をした都道府県知事は、災害対策基本法第６０条第１項 
の規定による避難のための立退きの勧告若しくは指示又は同条第３項 の規定による屋内での待避等の
安全確保措置の指示の判断に資するため、関係市町村の長にその通知に係る事項を通知しなければなら
ない。  
（浸水想定区域）  

第１４条  国土交通大臣は、第１０条第２項又は第１３条第１項の規定により指定した河川について、都
道府県知事は、第１１条第１項又は第１３条第２項の規定により指定した河川について、洪水時の円滑
かつ迅速な避難を確保し、又は浸水を防止することにより、水災による被害の軽減を図るため、国土交
通省令で定めるところにより、当該河川の洪水防御に関する計画の基本となる降雨により当該河川が氾
濫した場合に浸水が想定される区域を浸水想定区域として指定するものとする。  

２  前項の規定による指定は、指定の区域及び浸水した場合に想定される水深を明らかにしてするものと
する。  

３  国土交通大臣又は都道府県知事は、第１項の規定による指定をしたときは、国土交通省令で定めると
ころにより、指定の区域及び浸水した場合に想定される水深を公表するとともに、関係市町村の長に通
知しなければならない。  

４  前２項の規定は、第１項の規定による指定の変更について準用する。  
（浸水想定区域における円滑かつ迅速な避難の確保及び浸水の防止のための措置）  

第１５条  市町村防災会議（災害対策基本法第１６条第１項 に規定する市町村防災会議をいい、これを
設置しない市町村にあっては、当該市町村の長とする。次項において同じ。）は、前条第１項の規定に
より浸水想定区域の指定があつたときは、市町村地域防災計画（同法第４２条第１項 に規定する市町
村地域防災計画をいう。以下同じ。）において、少なくとも当該浸水想定区域ごとに、次に掲げる事項
について定めるものとする。ただし、第３号ハに掲げる施設について同号に掲げる事項を定めるのは、
当該施設の所有者又は管理者からの申出があつた場合に限る。  
1） 洪水予報等（第１０条第１項若しくは第２項若しくは第１１条第１項の規定により気象庁長官、国
土交通大臣及び気象庁長官若しくは都道府県知事及び気象庁長官が行う予報又は第１３条第１項若し
くは第２項の規定により国土交通大臣若しくは都道府県知事が通知し若しくは周知する情報をいう。以
下同じ。）の伝達方法  
2） 避難場所その他洪水時の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な事項  
3） 浸水想定区域内に次に掲げる施設がある場合にあっては、これらの施設の名称及び所在地 
イ 地下街等（地下街その他地下に設けられた不特定かつ多数の者が利用する施設をいう。次条にお
いて同じ。）でその利用者の洪水時の円滑かつ迅速な避難の確保及び洪水時の浸水の防止を図る必要
があると認められるもの 
ロ 要配慮者利用施設（主として高齢者、障害者、乳幼児その他の特に防災上の配慮を要する者が利
用する施設をいう。第１５条の３において同じ。）でその利用者の洪水時の円滑かつ迅速な避難の確
保を図る必要があると認められるもの 
ハ 大規模な工場その他の施設（イ又はロに掲げるものを除く。）であつて国土交通省令で定める基
準を参酌して市町村の条例で定める用途及び規模に該当するもの（第１５条の４において「大規模工
場等」という。）でその洪水時の浸水の防止を図る必要があると認められるもの 

２  市町村防災会議は、前項の規定により市町村地域防災計画において同項第３号に掲げる事項を定める
ときは、当該市町村地域防災計画において、次の各号に掲げる施設の区分に応じ、当該各号に定める者
への洪水予報等の伝達方法を定めるものとする。  
1） 前項第３号イに掲げる施設当該施設の所有者又は管理者及び次条第７項に規定する自衛水防組織の
構成員  
2） 前項第３号ロに掲げる施設当該施設の所有者又は管理者（第１５条の３第１項の規定により自衛水
防組織が置かれたときは、当該施設の所有者又は管理者及び当該自衛水防組織の構成員）  
3） 前項第３号ハに掲げる施設当該施設の所有者又は管理者（第１５条の４第１項の規定により自衛水
防組織が置かれたときは、当該施設の所有者又は管理者及び当該自衛水防組織の構成員）  

３  浸水想定区域をその区域に含む市町村の長は、国土交通省令で定めるところにより、市町村地域防災
計画において定められた第１項各号に掲げる事項を住民に周知させるため、これらの事項（次の各号に
掲げる区域をその区域に含む市町村にあっては、それぞれ当該各号に定める事項を含む。）を記載した
印刷物の配布その他の必要な措置を講じなければならない。  

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%4f%98%5a%96%40%93%f1%93%f1%8e%4f&REF_NAME=%8d%d0%8a%51%91%ce%8d%f4%8a%ee%96%7b%96%40%91%e6%98%5a%8f%5c%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000006000000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000006000000000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000006000000000001000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%4f%98%5a%96%40%93%f1%93%f1%8e%4f&REF_NAME=%93%af%8f%f0%91%e6%8e%4f%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000006000000000003000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000006000000000003000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000006000000000003000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%4f%98%5a%96%40%93%f1%93%f1%8e%4f&REF_NAME=%8d%d0%8a%51%91%ce%8d%f4%8a%ee%96%7b%96%40%91%e6%8f%5c%98%5a%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000001600000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000001600000000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000001600000000001000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%4f%98%5a%96%40%93%f1%93%f1%8e%4f&REF_NAME=%93%af%96%40%91%e6%8e%6c%8f%5c%93%f1%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000004200000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000004200000000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000004200000000001000000000000000000
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1） 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律 （平成１２年法律第５７号）
第６条第１項 の土砂災害警戒区域 同法第７条第３項 に規定する事項  
2） 津波防災地域づくりに関する法律第５３条第１項 の津波災害警戒区域 同法第５５条 に規定する
事項  
（地下街等の利用者の避難の確保及び浸水の防止のための措置に関する計画の作成等）  

第１５条の２  前条第１項の規定により市町村地域防災計画にその名称及び所在地を定められた地下街
等の所有者又は管理者は、単独で又は共同して、国土交通省令で定めるところにより、当該地下街等の
利用者の洪水時の円滑かつ迅速な避難の確保及び洪水時の浸水の防止を図るために必要な訓練その他
の措置に関する計画を作成しなければならない。  

２  前項の地下街等の所有者又は管理者は、同項に規定する計画を作成したときは、遅滞なく、これを市
町村長に報告するとともに、公表しなければならない。当該計画を変更したときも、同様とする。  

３  市町村長は、第１項の地下街等の利用者の洪水時の円滑かつ迅速な避難の確保及び洪水時の浸水の防
止を図るため必要があると認めるときは、前条第１項の規定により市町村地域防災計画にその名称及び
所在地を定められた連続する２以上の地下街等の所有者又は管理者に対し、第１項に規定する計画を共
同して作成するよう勧告をすることができる。  

４  市町村長は、第１項の地下街等の所有者又は管理者が同項に規定する計画を作成していない場合にお
いて、当該地下街等の利用者の洪水時の円滑かつ迅速な避難の確保及び洪水時の浸水の防止を図るため
必要があると認めるときは、当該地下街等の所有者又は管理者に対し、必要な指示をすることができる。  

５  市町村長は、前項の規定による指示を受けた第１項の地下街等の所有者又は管理者が、正当な理由が
なく、その指示に従わなかつたときは、その旨を公表することができる。  

６  第１項の地下街等の所有者又は管理者は、同項に規定する計画で定めるところにより、同項の地下街
等の利用者の洪水時の円滑かつ迅速な避難の確保及び洪水時の浸水の防止のための訓練を行わなけれ
ばならない。  

７  第１項の地下街等の所有者又は管理者は、国土交通省令で定めるところにより、同項の地下街等の利
用者の洪水時の円滑かつ迅速な避難の確保及び洪水時の浸水の防止を行う自衛水防組織を置かなけれ
ばならない。  

８  第１項の地下街等の所有者又は管理者は、前項の規定により自衛水防組織を置いたときは、遅滞なく、
当該自衛水防組織の構成員その他の国土交通省令で定める事項を市町村長に報告しなければならない。
当該事項を変更したときも、同様とする。  
（要配慮者利用施設の利用者の避難の確保のための措置に関する計画の作成等）  

第１５条の３  第１５条第１項の規定により市町村地域防災計画にその名称及び所在地を定められた要
配慮者利用施設の所有者又は管理者は、国土交通省令で定めるところにより、当該要配慮者利用施設の
利用者の洪水時の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な訓練その他の措置に関する計画を作
成するとともに、当該計画で定めるところにより当該要配慮者利用施設の利用者の洪水時の円滑かつ迅
速な避難の確保のための訓練を実施するほか、当該要配慮者利用施設の利用者の洪水時の円滑かつ迅速
な避難の確保を行う自衛水防組織を置くよう努めなければならない。  

２  前項の要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、同項の規定による計画を作成し、又は自衛水防組織
を置いたときは、遅滞なく、当該計画又は当該自衛水防組織の構成員その他の国土交通省令で定める事
項を市町村長に報告しなければならない。当該計画又は当該事項を変更したときも、同様とする。  
（大規模工場等における浸水の防止のための措置に関する計画の作成等）  

第１５条の４  第１５条第１項の規定により市町村地域防災計画にその名称及び所在地を定められた大
規模工場等の所有者又は管理者は、国土交通省令で定めるところにより、当該大規模工場等の洪水時の
浸水の防止を図るために必要な訓練その他の措置に関する計画を作成するとともに、当該計画で定める
ところにより当該大規模工場等の洪水時の浸水の防止のための訓練を実施するほか、当該大規模工場等
の洪水時の浸水の防止を行う自衛水防組織を置くよう努めなければならない。  

２  前項の大規模工場等の所有者又は管理者は、同項の規定による計画を作成し、又は自衛水防組織を置
いたときは、遅滞なく、当該計画又は当該自衛水防組織の構成員その他の国土交通省令で定める事項を
市町村長に報告しなければならない。当該計画又は当該事項を変更したときも、同様とする。  
（市町村防災会議の協議会が設置されている場合の準用）  

第１５条の５  第１５条から前条までの規定は、災害対策基本法第１７条第１項の規定により水災による
被害の軽減を図るため市町村防災会議の協議会が設置されている場合について準用する。この場合にお
いて、第１５条第１項中「市町村防災会議（災害対策基本法第１６条第１項 に規定する市町村防災会
議をいい、これを設置しない市町村にあっては、当該市町村の長とする」とあるのは「市町村防災会議
の協議会（災害対策基本法第１７条第１項 に規定する市町村防災会議の協議会をいう」と、「市町村
地域防災計画（同法第４２条第１項 に規定する市町村地域防災計画をいう」とあるのは「市町村相互
間地域防災計画（同法第４４条第１項 に規定する市町村相互間地域防災計画をいう」と、同条第２項
中「市町村防災会議」とあるのは「市町村防災会議の協議会」と、同項、同条第３項、第１５条の２第
１項及び第３項、第１５条の３第１項並びに前条第１項中「市町村地域防災計画」とあるのは「市町村
相互間地域防災計画」と読み替えるものとする。  

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%88%ea%93%f1%96%40%8c%dc%8e%b5&REF_NAME=%93%79%8d%bb%8d%d0%8a%51%8c%78%89%fa%8b%e6%88%e6%93%99%82%c9%82%a8%82%af%82%e9%93%79%8d%bb%8d%d0%8a%51%96%68%8e%7e%91%ce%8d%f4%82%cc%90%84%90%69%82%c9%8a%d6%82%b7%82%e9%96%40%97%a5&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%88%ea%93%f1%96%40%8c%dc%8e%b5&REF_NAME=%91%e6%98%5a%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000600000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000600000000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000600000000001000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%88%ea%93%f1%96%40%8c%dc%8e%b5&REF_NAME=%93%af%96%40%91%e6%8e%b5%8f%f0%91%e6%8e%4f%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000700000000003000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000700000000003000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000700000000003000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%93%f1%8e%4f%96%40%88%ea%93%f1%8e%4f&REF_NAME=%92%c3%94%67%96%68%8d%d0%92%6e%88%e6%82%c3%82%ad%82%e8%82%c9%8a%d6%82%b7%82%e9%96%40%97%a5%91%e6%8c%dc%8f%5c%8e%4f%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000005300000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000005300000000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000005300000000001000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%93%f1%8e%4f%96%40%88%ea%93%f1%8e%4f&REF_NAME=%93%af%96%40%91%e6%8c%dc%8f%5c%8c%dc%8f%f0&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000005500000000000000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000005500000000000000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000005500000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%4f%98%5a%96%40%93%f1%93%f1%8e%4f&REF_NAME=%8d%d0%8a%51%91%ce%8d%f4%8a%ee%96%7b%96%40%91%e6%8f%5c%8e%b5%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000001700000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000001700000000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000001700000000001000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%4f%98%5a%96%40%93%f1%93%f1%8e%4f&REF_NAME=%8d%d0%8a%51%91%ce%8d%f4%8a%ee%96%7b%96%40%91%e6%8f%5c%98%5a%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000001600000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000001600000000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000001600000000001000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%4f%98%5a%96%40%93%f1%93%f1%8e%4f&REF_NAME=%8d%d0%8a%51%91%ce%8d%f4%8a%ee%96%7b%96%40%91%e6%8f%5c%8e%b5%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000001700000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000001700000000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000001700000000001000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%4f%98%5a%96%40%93%f1%93%f1%8e%4f&REF_NAME=%93%af%96%40%91%e6%8e%6c%8f%5c%93%f1%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000004200000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000004200000000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000004200000000001000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%4f%98%5a%96%40%93%f1%93%f1%8e%4f&REF_NAME=%93%af%96%40%91%e6%8e%6c%8f%5c%8e%6c%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000004400000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000004400000000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000004400000000001000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%4f%98%5a%96%40%93%f1%93%f1%8e%4f&REF_NAME=%93%af%8f%f0%91%e6%93%f1%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000004400000000002000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000004400000000002000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000004400000000002000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%4f%98%5a%96%40%93%f1%93%f1%8e%4f&REF_NAME=%93%af%8f%f0%91%e6%93%f1%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000004400000000002000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000004400000000002000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000004400000000002000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%4f%98%5a%96%40%93%f1%93%f1%8e%4f&REF_NAME=%93%af%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000004400000000002000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000004400000000002000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000004400000000002000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%4f%98%5a%96%40%93%f1%93%f1%8e%4f&REF_NAME=%93%af%8f%f0%91%e6%8e%4f%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000004400000000003000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000004400000000003000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000004400000000003000000000000000000
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（水防警報）  
第１６条  国土交通大臣は、洪水、津波又は高潮により国民経済上重大な損害を生ずるおそれがあると認

めて指定した河川、湖沼又は海岸について、都道府県知事は、国土交通大臣が指定した河川、湖沼又は
海岸以外の河川、湖沼又は海岸で洪水、津波又は高潮により相当な損害を生ずるおそれがあると認めて
指定したものについて、水防警報をしなければならない。  

２  国土交通大臣は、前項の規定により水防警報をしたときは、直ちにその警報事項を関係都道府県知事
に通知しなければならない。  

３  都道府県知事は、第１項の規定により水防警報をしたとき、又は前項の規定により通知を受けたとき
は、都道府県の水防計画で定めるところにより、直ちにその警報事項又はその受けた通知に係る事項を
関係水防管理者その他水防に関係のある機関に通知しなければならない。  

４  国土交通大臣又は都道府県知事は、第１項の規定により河川、湖沼又は海岸を指定したときは、その
旨を公示しなければならない。  
（水防団及び消防機関の出動）  

第１７条  水防管理者は、水防警報が発せられたとき、水位が警戒水位に達したときその他水防上必要が
あると認めるときは、都道府県の水防計画で定めるところにより、水防団及び消防機関を出動させ、又
は出動の準備をさせなければならない。  
（優先通行）  

第１８条  都道府県知事の定める標識を有する車両が水防のため出動するときは、車両及び歩行者は、こ
れに進路を譲らなければならない。  
（緊急通行）  

第１９条  水防団長、水防団員及び消防機関に属する者は、水防上緊急の必要がある場所に赴くときは、
一般交通の用に供しない通路又は公共の用に供しない空地及び水面を通行することができる。  
（水防信号）  

第２０条  都道府県知事は、水防に用いる信号を定めなければならない。  
２  何人も、みだりに前項の水防信号又はこれに類似する信号を使用してはならない。  

（警戒区域）  
第２１条  水防上緊急の必要がある場所においては、水防団長、水防団員又は消防機関に属する者は、警

戒区域を設定し、水防関係者以外の者に対して、その区域への立入りを禁止し、若しくは制限し、又は
その区域からの退去を命ずることができる。  

２  前項の場所においては、水防団長、水防団員若しくは消防機関に属する者がいないとき、又はこれら
の者の要求があつたときは、警察官は、同項に規定する者の職権を行うことができる。  
（警察官の援助の要求）  

第２２条  水防管理者は、水防のため必要があると認めるときは、警察署長に対して、警察官の出動を求
めることができる。  
（応援）  

第２３条  水防のため緊急の必要があるときは、水防管理者は、他の水防管理者又は市町村長若しくは消
防長に対して応援を求めることができる。応援を求められた者は、できる限りその求めに応じなければ
ならない。  

２  応援のため派遣された者は、水防については応援を求めた水防管理者の所轄の下に行動するものとす
る。  

３  第１項の規定による応援のために要する費用は、当該応援を求めた水防管理団体が負担するものとす
る。  

４  前項の規定により負担する費用の額及び負担の方法は、当該応援を求めた水防管理団体と当該応援を
求められた水防管理団体又は市町村とが協議して定める。  
（居住者等の水防義務）  

第２４条  水防管理者、水防団長又は消防機関の長は、水防のためやむを得ない必要があるときは、当該
水防管理団体の区域内に居住する者、又は水防の現場にある者をして水防に従事させることができる。  
（決壊の通報）  

第２５条  水防に際し、堤防その他の施設が決壊したときは、水防管理者、水防団長、消防機関の長又は
水防協力団体の代表者は、直ちにこれを関係者に通報しなければならない。  
（決壊後の処置）  

第２６条  堤防その他の施設が決壊したときにおいても、水防管理者、水防団長、消防機関の長及び水防
協力団体の代表者は、できる限りはん濫による被害が拡大しないように努めなければならない。  
（水防通信）  

第２７条  何人も、水防上緊急を要する通信が最も迅速に行われるように協力しなければならない。  
２  国土交通大臣、都道府県知事、水防管理者、水防団長、消防機関の長又はこれらの者の命を受けた者

は、水防上緊急を要する通信のために、電気通信事業法 （昭和５９年法律第８６号）第２条第５号 に
規定する電気通信事業者がその事業の用に供する電気通信設備を優先的に利用し、又は警察通信施設、
気象官署通信施設、鉄道通信施設、電気事業通信施設その他の専用通信施設を使用することができる。  

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8c%dc%8b%e3%96%40%94%aa%98%5a&REF_NAME=%93%64%8b%43%92%ca%90%4d%8e%96%8b%c6%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8c%dc%8b%e3%96%40%94%aa%98%5a&REF_NAME=%91%e6%93%f1%8f%f0%91%e6%8c%dc%8d%86&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000002000000005000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000002000000005000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000002000000005000000000
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（公用負担）  
第２８条  水防のため緊急の必要があるときは、水防管理者、水防団長又は消防機関の長は、水防の現場

において、必要な土地を一時使用し、土石、竹木その他の資材を使用し、若しくは収用し、車両その他
の運搬用機器を使用し、又は工作物その他の障害物を処分することができる。  

２  水防管理団体は、前項の規定により損失を受けた者に対し、時価によりその損失を補償しなければな
らない。  
（立退きの指示）  

第２９条  洪水、津波又は高潮によって氾濫による著しい危険が切迫していると認められるときは、都道
府県知事、その命を受けた都道府県の職員又は水防管理者は、必要と認める区域の居住者、滞在者その
他の者に対し、避難のため立ち退くべきことを指示することができる。水防管理者が指示をする場合に
おいては、当該区域を管轄する警察署長にその旨を通知しなければならない。  
（知事の指示）  

第３０条  水防上緊急を要するときは、都道府県知事は、水防管理者、水防団長又は消防機関の長に対し
て指示をすることができる。  
（重要河川における国土交通大臣の指示）  

第３１条  ２以上の都府県に関係がある河川で、公共の安全を保持するため特に重要なものの水防上緊急
を要するときは、国土交通大臣は、都道府県知事、水防管理者、水防団長又は消防機関の長に対して指
示をすることができる。  
（特定緊急水防活動）  

第３２条  国土交通大臣は、洪水、津波又は高潮による著しく激甚な災害が発生した場合において、水防
上緊急を要すると認めるときは、次に掲げる水防活動（以下この条及び第４３条の２において「特定緊
急水防活動」という。）を行うことができる。  
1） 当該災害の発生に伴い浸入した水の排除  
2） 高度の機械力又は高度の専門的知識及び技術を要する水防活動として政令で定めるもの  

２  国土交通大臣は、前項の規定により特定緊急水防活動を行おうとするときは、あらかじめ、当該特定
緊急水防活動を行おうとする場所に係る水防管理者にその旨を通知しなければならない。特定緊急水防
活動を終了しようとするときも、同様とする。  

３  第１項の規定により国土交通大臣が特定緊急水防活動を行う場合における第１９条、第２１条、第２
２条、第２５条、第２６条及び第２８条の規定の適用については、第１９条中「水防団長、水防団員及
び消防機関に属する者」とあり、第２１条第１項中「水防団長、水防団員又は消防機関に属する者」と
あり、及び同条第２項中「水防団長、水防団員若しくは消防機関に属する者」とあるのは「国土交通省
の職員」と、第２２条中「水防管理者」とあり、第２５条中「水防管理者、水防団長、消防機関の長又
は水防協力団体の代表者」とあり、第２６条中「水防管理者、水防団長、消防機関の長及び水防協力団
体の代表者」とあり、及び第２８条第１項中「水防管理者、水防団長又は消防機関の長」とあるのは「国
土交通大臣」と、同条第２項中「水防管理団体」とあるのは「国」とする。  
（水防訓練）  

第３２条の２  指定管理団体は、毎年、水防団、消防機関及び水防協力団体の水防訓練を行わなければな
らない。  

２  指定管理団体以外の水防管理団体は、毎年、水防団、消防機関及び水防協力団体の水防訓練を行うよ
う努めなければならない。  
（津波避難訓練への参加）  

第３２条の３  津波防災地域づくりに関する法律第５３条第１項 の津波災害警戒区域に係る水防団、消
防機関及び水防協力団体は、同法第５４条第１項第３号 に規定する津波避難訓練が行われるときは、
これに参加しなければならない。  

   第４章 指定水防管理団体  

（水防計画）  
第３３条  指定管理団体の水防管理者は、都道府県の水防計画に応じた水防計画を定め、及び毎年水防計

画に検討を加え、必要があると認めるときは、これを変更しなければならない。  
２  指定管理団体の水防管理者は、前項の規定により水防計画を定め、又は変更しようとするときは、あ

らかじめ、水防協議会（次条第１項に規定する水防協議会をいう。以下この項において同じ。）を設置
する指定管理団体にあっては当該水防協議会、水防協議会を設置せず、かつ、災害対策基本法第１６条
第１項 に規定する市町村防災会議を設置する市町村である指定管理団体にあっては当該市町村防災会
議に諮らなければならない。  

３  指定管理団体の水防管理者は、第１項の規定により水防計画を定め、又は変更したときは、その要旨
を公表するよう努めるとともに、遅滞なく、水防計画を都道府県知事に届け出なければならない。  

４  第７条第２項及び第３項の規定は、指定管理団体の水防計画について準用する。  
（水防協議会）  

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%93%f1%8e%4f%96%40%88%ea%93%f1%8e%4f&REF_NAME=%92%c3%94%67%96%68%8d%d0%92%6e%88%e6%82%c3%82%ad%82%e8%82%c9%8a%d6%82%b7%82%e9%96%40%97%a5%91%e6%8c%dc%8f%5c%8e%4f%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000005300000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000005300000000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000005300000000001000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%93%f1%8e%4f%96%40%88%ea%93%f1%8e%4f&REF_NAME=%93%af%96%40%91%e6%8c%dc%8f%5c%8e%6c%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80%91%e6%8e%4f%8d%86&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000005400000000001000000003000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000005400000000001000000003000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000005400000000001000000003000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%4f%98%5a%96%40%93%f1%93%f1%8e%4f&REF_NAME=%8d%d0%8a%51%91%ce%8d%f4%8a%ee%96%7b%96%40%91%e6%8f%5c%98%5a%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000001600000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000001600000000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000001600000000001000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%4f%98%5a%96%40%93%f1%93%f1%8e%4f&REF_NAME=%8d%d0%8a%51%91%ce%8d%f4%8a%ee%96%7b%96%40%91%e6%8f%5c%98%5a%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000001600000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000001600000000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000001600000000001000000000000000000
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第３４条  指定管理団体の水防計画その他水防に関し重要な事項を調査審議させるため、指定管理団体に
水防協議会を置くことができる。ただし、水防事務組合及び水害予防組合については、これらに水防協
議会を置くものとする。  

２  指定管理団体の水防協議会は、水防に関し関係機関に対して意見を述べることができる。  
３  指定管理団体の水防協議会は、会長及び委員をもつて組織する。  
４  会長は、指定管理団体の水防管理者をもつて充てる。委員は、関係行政機関の職員並びに水防に関係

のある団体の代表者及び学識経験のある者のうちから指定管理団体の水防管理者が命じ、又は委嘱する。  
５  前各項に定めるもののほか、指定管理団体の水防協議会に関し必要な事項は、市町村又は水防事務組

合にあっては条例で、水害予防組合にあっては組合会の議決で定める。  
（水防団員の定員の基準）  

第３５条  都道府県は、条例で、指定管理団体の水防団員の定員の基準を定めることができる。  

   第五章 水防協力団体  

（水防協力団体の指定）  
第３６条  水防管理者は、次条に規定する業務を適正かつ確実に行うことができると認められる法人その

他これに準ずるものとして国土交通省令で定める団体を、その申請により、水防協力団体として指定す
ることができる。  

２  水防管理者は、前項の規定による指定をしたときは、当該水防協力団体の名称、住所及び事務所の所
在地を公示しなければならない。  

３  水防協力団体は、その名称、住所又は事務所の所在地を変更しようとするときは、あらかじめ、その
旨を水防管理者に届け出なければならない。  

４  水防管理者は、前項の規定による届出があつたときは、当該届出に係る事項を公示しなければならな
い。  
（水防協力団体の業務）  

第３７条  水防協力団体は、次に掲げる業務を行うものとする。  
１  水防団又は消防機関が行う水防上必要な監視、警戒その他の水防活動に協力すること。  
２  水防に必要な器具、資材又は設備を保管し、及び提供すること。  
３  水防に関する情報又は資料を収集し、及び提供すること。  
４  水防に関する調査研究を行うこと。  
５  水防に関する知識の普及及び啓発を行うこと。  
６  前各号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。  

（水防団等との連携）  
第３８条  水防協力団体は、水防団及び水防を行う消防機関との密接な連携の下に前条第１号に掲げる業

務を行わなければならない。  
（監督等）  

第３９条  水防管理者は、第３７条各号に掲げる業務の適正かつ確実な実施を確保するため必要があると
認めるときは、水防協力団体に対し、その業務に関し報告をさせることができる。  

２  水防管理者は、水防協力団体が第３７条各号に掲げる業務を適正かつ確実に実施していないと認める
ときは、水防協力団体に対し、その業務の運営の改善に関し必要な措置を講ずべきことを命ずることが
できる。  

３  水防管理者は、水防協力団体が前項の規定による命令に違反したときは、その指定を取り消すことが
できる。  

４  水防管理者は、前項の規定により指定を取り消したときは、その旨を公示しなければならない。  
（情報の提供等）  

第４条  国、都道府県及び水防管理団体は、水防協力団体に対し、その業務の実施に関し必要な情報の提
供又は指導若しくは助言をするものとする。  

   第６章 費用の負担及び補助  

（水防管理団体の費用負担）  
第４１条  水防管理団体の水防に要する費用は、当該水防管理団体が負担するものとする。  

（利益を受ける市町村の費用負担）  
第４２条  水防管理団体の水防によって当該水防管理団体の区域の関係市町村以外の市町村が著しく利

益を受けるときは、前条の規定にかかわらず、当該水防に要する費用の一部は、当該水防により著しく
利益を受ける市町村が負担するものとする。  

２  前項の規定により負担する費用の額及び負担の方法は、当該水防を行う水防管理団体と当該水防によ
り著しく利益を受ける市町村とが協議して定める。  
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３  前項の規定による協議が成立しないときは、水防管理団体又は市町村は、その区域の属する都道府県
の知事にあっせんを申請することができる。  

４  都道府県知事は、前項の規定による申請に基づいてあっせんをしようとする場合において、当事者の
うちにその区域が他の都府県に属する水防管理団体又は市町村があるときは、当該他の都府県の知事と
協議しなければならない。  
（都道府県の費用負担）  

第４３条  この法律の規定により都道府県が処理することとされている事務に要する費用は、当該都道府
県の負担とする。  
（国の費用負担）  

第４３条の２  第３２条第１項の規定により国土交通大臣が行う特定緊急水防活動に要する費用は、国の
負担とする。  
（費用の補助）  

第４４条  都道府県は、第４１条の規定により水防管理団体が負担する費用について、当該水防管理団体
に対して補助することができる。  

２  国は、前項の規定により都道府県が水防管理団体に対して補助するときは、当該補助金額のうち、２
以上の都府県の区域にわたる河川又は流域面積が大きい河川で洪水による国民経済に与える影響が重
大なものの政令で定める水防施設の設置に係る金額の２分の１以内を、予算の範囲内において、当該都
道府県に対して補助することができる。  

３  前項の規定により国が都道府県に対して補助する金額は、当該水防施設の設置に要する費用の３分の
１に相当する額以内とする。  

   第７章 雑則  

（第２４条の規定により水防に従事した者に対する災害補償）  
第４５条  第２４条の規定により水防に従事した者が水防に従事したことにより死亡し、負傷し、若しく

は病気にかかり、又は水防に従事したことによる負傷若しくは病気により死亡し、若しくは障害の状態
となったときは、当該水防管理団体は、政令で定める基準に従い、市町村又は水防事務組合にあっては
条例で、水害予防組合にあっては組合会の議決で定めるところにより、その者又はその者の遺族がこれ
らの原因によって受ける損害を補償しなければならない。  
（表彰）  

第４６条  国土交通大臣は、水防管理者の所轄の下に水防に従事した者で当該水防に関し著しい功労があ
ると認められるものに対し、国土交通省令で定めるところにより、表彰を行うことができる。  
（報告）  

第４７条  国土交通大臣及び消防庁長官は、都道府県又は水防管理団体に対し、水防に関し必要な報告を
させることができる。  

２  都道府県知事は、都道府県の区域内における水防管理団体に対し、水防に関し必要な報告をさせるこ
とができる。  
（勧告及び助言）  

第４８条  国土交通大臣は都道府県又は水防管理団体に対し、都道府県知事は都道府県の区域内における
水防管理団体に対し、水防に関し必要な勧告又は助言をすることができる。  
（資料の提出及び立入り）  

第４９条  都道府県知事又は水防管理者は、水防計画を作成するために必要があると認めるときは、関係
者に対して資料の提出を命じ、又は当該職員、水防団長、水防団員若しくは消防機関に属する者をして
必要な土地に立ち入らせることができる。  

２  都道府県の職員、水防団長、水防団員又は消防機関に属する者は、前項の規定により必要な土地に立
ち入る場合においては、その身分を示す証票を携帯し、関係人の請求があつたときは、これを提示しな
ければならない。  
（消防事務との調整）  

第５０条  水防管理者は、水防事務と水防事務以外の消防事務とが競合する場合の措置について、あらか
じめ市町村長と協議しておかなければならない。  
（権限の委任）  

第５１条  この法律に規定する国土交通大臣の権限は、国土交通省令で定めるところにより、その一部を
地方整備局長又は北海道開発局長に委任することができる。  

   第８章 罰則  

第５２条  みだりに水防管理団体の管理する水防の用に供する器具、資材又は設備を損壊し、又は撤去し
た者は、３年以下の懲役又は５０万円以下の罰金に処する。  
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２  前項の者には、情状により懲役及び罰金を併科することができる。  
第５３条  刑法 （明治４０年法律第４５号）第１２１条 の規定の適用がある場合を除き、第２１条の規

定による立入りの禁止若しくは制限又は退去の命令に従わなかつた者は、６月以下の懲役又は３０万円
以下の罰金に処する。  

第５４条  次の各号のいずれかに該当する者は、３０万円以下の罰金又は拘留に処する。  
１  みだりに水防管理団体の管理する水防の用に供する器具、資材又は設備を使用し、又はその正当な使

用を妨げた者  
２  第２０条第２項の規定に違反した者  
３  第４９条第１項の規定による資料を提出せず、若しくは虚偽の資料を提出し、又は同項の規定による

立入りを拒み、妨げ、若しくは忌避した者  
 
   附 則 抄  

１  この法律は、公布の日から起算して６０日を経過した日（平成２７年１月１８日）から施行する。  
２  国土交通大臣又は都道府県知事は、水防法及び土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進

に関する法律の一部を改正する法律（平成１７年法律第３７号）附則第２条の規定により、国土交通大
臣又は都道府県知事が第１３条第１項又は第２項の規定により指定した河川とみなされた河川につい
ては、平成２２年３月３１日までに、第１４条第１項の規定による浸水想定区域の指定をしなければな
らない。  

３  国は、平成１７年度から平成２１年度までの各年度に限り、都道府県に対し、予算の範囲内において、
前項の浸水想定区域の指定をするために必要な河川がはん濫した場合に浸水するおそれがある土地の
地形及び利用の状況その他の事項に関する調査（次項において「浸水想定区域調査」という。）に要す
る費用の３分の１以内を補助することができる。  

４  国土交通大臣は、平成２２年３月３１日までの間、附則第２項の浸水想定区域の指定の適正を確保す
るために必要があると認めるときは、都道府県に対し、浸水想定区域調査又は土砂災害警戒区域等にお
ける土砂災害防止対策の推進に関する法律第４条第１項の規定による調査の結果について、必要な報告
を求めることができる。  
 

（以下略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%96%be%8e%6c%81%5a%96%40%8e%6c%8c%dc&REF_NAME=%8c%59%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
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